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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、関係法令を遵守し、健全で透明な企業活動を行うため、企業倫理の中核をなすものとして、当社の取締役、執行役員及び従業員全員
が遵守・実践すべき「企業理念」及び「行動規範」を定めており、コーポレート・ガバナンスを支える基盤としております。

　当社は、経営の健全性、透明性及び効率性を推進し、株主、取引先、就業スタッフ、従業員並びに社会の信頼に応えるとともに、すべてのステー
クホルダーの利益に適い、将来に向け持続的に発展する会社となるために、コーポレート・ガバナンスを重視しております。

　当社は、企業経営におけるコーポレート・ガバナンスの重要性に鑑み、取締役会のほか、執行役員会、内部統制推進委員会及びコンプライアン
ス委員会を毎月定期的に開催し、コーポレート・ガバナンス体制の強化に取り組んでおります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

2021年６月改訂後のコーポレートガバナンス・コードに基づき、記載しています。

【補充原則１－２－４　株主総会における権利行使】

　当社は、現在、決算短信及び決算説明会資料については英訳を実施しておりますが、招集通知の英訳を実施しておりません。現在、海外投資
家が所有する当社株式の持株比率は数％ですが、招集通知の英訳につきましては、引き続き、海外投資家等との対話を通じてニーズを聞き、適
切に対応してまいります。

　また、現在は議決権電子行使プラットフォームの利用も可能となっておりませんが、機関投資家や海外投資家による議決権の電子行使を可能と
するため、2024年６月開催予定の第28期定時株主総会より導入を予定しております。

【補充原則３－１－３　サステナビリティについての取組み等】

　当社は、企業理念である「すべての人に働くよろこびを」を追求するためには、ＥＳＧの観点から諸課題に対し取り組むことが重要であると考えて
います。雇用の拡大や様々な職種及び多様な時間帯での働く機会の提供を始めダイバーシティ＆インクルージョンへの積極的な取り組み、コーポ
レート・ガバナンスとリスク・レジリエンスの強化、気候変動などの環境問題に対する多角的な取り組み等などにより当社の成長を実現して持続可
能な社会実現への貢献を果たしてまいります。

　なお、ＴＣＦＤ提言に沿った情報開示「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」の対応については、現在作業を実施しており、情報開示
の準備を進めています。

１．ガバナンス

　当社では、取締役会において５つの取り組みから成るサステビリティ基本方針とサステビリティ基本方針に基づき重要課題（マテリアリティ）10項
目を決議しており、取締役会が、サステナビリティに関する戦略策定、重要課題（マテリアリティ）についての進捗状況及びリスク管理についての監
督を担っており、業務執行については、社長執行役員以下の各組織が担っております。

　業務執行については、戦略全般、気候変動、リスク管理についてプロジェクト・チームを組成して、それぞれに具体的な課題設定と方向性を議論
し、方針、タスク詳細を策定しています。その結果について、戦略全般につきましては、取締役会に報告し、審議を行い決議しており、気候変動に
つきましては、執行役員会に報告し、審議を行ったうえで取締役会に報告しております。また、タスクの進捗状況等の経過及び成果についても定
期的にプロジェクト・チームから取締役会若しくは執行役員会に報告されています。

　リスク管理については、プロジェクト・チームが社長執行役員以下の執行役員全員及び取締役常勤監査等委員、内部監査室長が出席し、定期
的に開催する「リスク管理会議」を主宰して、「リスク管理会議」における審議、検討結果を危機管理委員会に報告して、危機管理委員会で審議を
行い、その内容を取締役会に報告するとともに、方針等の重要事項については取締役会に諮り決定しております。

２．戦略

　当社は、サステナビリティ基本方針に５つの取り組みを掲げ、その取り組みに基づいて以下のように戦略を設定しています。

（１）サステナビリティ基本方針の取り組み　企業理念である「すべての人に働くよろこびを」の実践については、当社を取り巻く環境の変化などの
諸リスクを認識したうえでそれらのリスクに対処することで当社の基盤強化を図るべく４つの戦略を設定しています。

①事業機会

　社会環境の変化を先取りして「事業の芽」をトライ＆エラーにより収益機会に育て、その実績を次のビジネスに繋げ、「面」で業容を拡大し、持続
的な成長を実現する。

　継続的なトライ＆エラーの追求により、様々な事業機会の創出を実現して、「すべての人に働く」機会を継続的に提供していくことをめざす。

②人材マネジメント

　事業の多様化展開と社会環境の変化に先行した態勢構築を実現して、持続的な成長を確固とするために社員、スタッフ従業員のタレント開発と
将来を担うべき人材の確保・育成及び自己実現を重視したエンゲージメント経営をめざす。

③お客さまに対する責任

　お客さまからの持続的な絶対的信頼を頂き且つ強固にして「当社ファン」を増やし、営業基盤の盤石化を図るため品質、法令遵守のリスク管理に
ついてプロアクティブであり且つ社会環境の変化、価値観の変化に合致して自己修正・発展する管理態勢を構築する。

④地域社会

　営業基盤を拡大し、強固にするために地域の雇用創出を中心とした地域社会活性化への貢献を積極的に展開する。

（２）サステナビリティ基本方針の取り組み　「働き方改革」の推進については、少子高齢化、ＤＸ化などの社会的構造の変化に伴うリスクを認識し



たうえでこれらに対処することで新たな競争力の源泉を生み出すべく３つの戦略を設定しています。

①社会リスク

　少子高齢化社会に柔軟な動きを可能にするため、多様な勤務形態と年齢・ハンディキャップ・国籍等にとらわれない採用と教育訓練を積極的に
推進する。

②テクノロジーリスク

　持続的な競争力維持・向上のためにＤＸ化を始めとするイノベーション・テクノロジー開発に取り組み、従業員の負荷軽減、業務処理の精緻化・効
率化向上と堅牢性の高いセキュリティレベルを実現する。

③労働環境

　環境の変化に対応できる態勢を構築するために、多様化する従業員の価値観と従業員各人のライフステージの双方を重視したソーシャル・イン
クルージョンを実践できる体制を構築する。

（３）サステナビリティ基本方針の取り組み　ダイバーシティの推進については、当社に多様な価値観を持つ人財が集い活躍することが持続的な機
動性と柔軟性、躍動感を持つ企業文化を醸成する重要な事項であると認識したうえで１つの戦略を設定しています。

①人権

　環境の変化に対応できる態勢を構築するために、女性・ハンディキャップをお持ちの方・外国籍の方の自己実現欲求に応えることを主眼としたダ
イバーシティ→インクルージョン→プロモートのプランを策定して具体化する。

（４）サステナビリティ基本方針の取り組み　コンプライアンス及び健全なガバナンス体制並びにリスク・レジリエンスの維持は、当社の持続的成長
に必要不可欠な課題であると認識したうえでこれに対処することでより強靭な組織を構築するべく１つの戦略を設定しています。

①コーポレート・ガバナンス

　社会環境の変化、価値観の変化に対して柔軟に対応するとともに強靭なリスク・レジリエンスを持つ法令等遵守、法精神尊重及びガバナンス体
制を構築して維持する。

（５）サステナビリティ基本方針の取り組み　気候変動などの環境問題への取り組みは、企業に求められる重要な社会的使命であるととともに将来
の当社企業活動に多大な制約が課せられるというリスクを回避するものと認識し、１つの戦略を設置しております。

①気候変動

　気候変動などの環境問題に対して、自社への取り組みに止まらず、社外特にＮＰＯなどの取り組みに対しても積極的な支援と協力を行う。

３．リスク管理

　当社は、マテリアリティを確実に実現するためにリスク管理については、プロジェクト・チームを組成して、このプロジェクト・チームが社長執行役員
以下の執行役員全員及び取締役常勤監査等委員、内部監査室長が出席し、定期的に開催する「リスク管理会議」を主宰しています。具体的に
は、各担当組織が作成したリスク・シナリオについてプロジェクト・チームにおいて網羅性、妥当性を検討して、この結果を「リスク管理会議」におい
て審議し、この審議内容を監査等委員全員がオブザーバー出席する危機管理委員会に報告して、危機管理委員会で審議と進捗管理を行い、そ
の内容を取締役会に報告するとともに、方針等重要な事項については取締役会に諮り決定しております。

４．指標と目標

　当社は、各戦略につきまして、以下のとおり目標を設定していますが、具体的な指標設定については、今後、社内で検討して設定する予定です。

なお、短期的目標を１年後、中期的目標を約３年～５年後、長期的目標を約５年後以降と定義しております。

①事業機会

　短・中期的目標：ＤＸ化、ＡＩなどを活用した新規ビジネスモデルの開発

　長期的目標：・多様な新規ビジネスモデルの開発

　　　　　　　　　 ・それに伴う新たな雇用機会の創造

②人材マネジメント

　短期的目標：・各社員のタレント管理（As is-To beギャップ分析等）の充実

　　　　　　　　　 ・ギャップ分析に基づいたリスキリング体系の構築

　　　　　　　　　 ・システマテックな中核人材育成プランの確立

　中・長期的目標：・各社員の「自己実現」内容について把握する仕組みの構築

　　　　　　　　　　　 ・社員の「自己実現」を考慮した柔軟な人材運用体制の再構築

　　　　　　　　　　　 ・社員の多様な価値観を包摂するエンゲージメントの構築

③お客さまに対する責任

　短期的目標：品質管理・情報セキュリティ・法令等遵守についての自主点検制度の確立

　中・長期的目標：業務の多様化、新技術の導入等を踏まえたプロアクティブなリスク抑制体制の構築

④地域社会

　短期的目標：地方における雇用機会拡大

　中期的目標：キャリア・コンサルティングによる人材育成と雇用機会拡大

　長期的目標：地域における気候変動、生物多様性損失の阻止に向けた取り組みへの参加

⑤社会リスク

　短期的目標：多様な勤務形態を組み合わせた高年齢層を主力としたオペレーションの開発

　中期的目標：ＤＸ化、ＡＩなどを活用した高年齢層を主力としたオペレーションの開発

　長期的目標：多様な勤務形態とＤＸ化、ＡＩなどを活用したハンディキャップをお持ちの就業者、

　　　　　　　　　 外国籍の就業者の割合が高いオペレーションの開発

⑥テクノロジーリスク

　短期的目標： 高い堅牢性を持つシステム体系の見直しと再構築

　中期的目標： 効率化と高品質の双方を追求したＩＴ技術の導入の推進

　長期的目標：・堅牢性・効率性・高品質のインフラ基盤整備

　　　　　　　　　 ・ＡＩ等を導入したイノベーション・テクノロジー開発の推進

⑦労働環境

　短期的目標：ＩＬＯ国際労働基準を踏まえた労働環境の整備

　中・長期的目標：個人の価値観とライフワークバランスを尊重した人事制度設計と運用

⑧人権

　短期的目標：女性・ハンディキャップをお持ちの方・外国籍の方の雇用推進

　＜2024年３月期目標値（当社グループ）＞

　・女性の社員比率　36.5％

　・ハンディキャップをお持ちの方の社員比率　2.6％



　・外国籍社員比率　5.2％

　・女性社員の全社横断重要プロジェクト参加人数（取締役、部長を除く。）　５名

　・女性社員の外部研修派遣人数　100名

　・女性・ハンディキャップをお持ちの方・外国籍の方の管理職比率　23.2％

　中期的目標：・女性・ハンディキャップをお持ちの方・外国籍の方の人財開発教育プログラム開発

　　　　　　　　　 ・組織運営や経営の意思決定への参画

　長期的目標：・適材適所の人材登用実現

　　　　　　　　　 ・定期的な「人権デューデリジェンス実施による「態勢」維持

⑨コーポレート・ガバナンス

　短期的目標： 法令・健全な倫理観・コモンセンスの「三位一体」の遵守とそれを担保する内部統制体制を持つ「企業文化」を構築するための

　　　　　　　　　　制度設計の見直し

　中期的目標： 「三位一体」遵守を「企業文化」として定着させるための社員教育

　長期的目標：プロアクティブに課題を認識し、「オーバーカム」する企業体質の創造

⑩気候変動

　短・中期的目標：・紙使用量の削減を計画的に実施する。

　　　　　　　　　　　 ・在宅勤務、時差出勤比率の向上

　　　　　　　　　　　　　（目標値については、現在検討中です。)

　長期期的目標：従業員の気候変動、環境問題へのリテラシー向上

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

2021年６月改訂後のコーポレートガバナンス・コードに基づき、記載しています。

【原則１－４　政策保有株式】

　当社における政策保有株式の方針は、当社の事業活動に関して協働関係にある相手先の株式保有を通じて当社の企業価値の向上に資するこ
とであります。また、政策保有株式に係る議決権の行使については、株主価値の毀損を防止し、また、株主価値の増大を図る観点から、毎年、株
主総会の議案内容を当社取締役会で個別に検討し、例えば、取締役の選解任や新株及び新株予約権の有利発行、合併・買収・営業の譲渡・譲
受け等の議案については、充分精査したうえで賛否を決定いたします。なお、政策保有株式については、毎年、取締役会で、当該会社の業績や不
祥事の有無及び当該株式のリターンなどを踏まえた中長期的な経済合理性や将来の見通しを検証し、引き続き保有するか、売却するかを決定し
てまいります。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社は、会社法に基づき、取締役会規程において、取締役による利益相反取引や当社と関連当事者（取締役、子会社及び主要株主等）間との
取引については取締役会の承認を得なければならない旨を定めております。関連当事者のうち、取締役については、関連当事者間の取引の有無
につき、取締役全員に対して事後的かつ継続的にチェック出来るよう、毎年度末に「関連当事者取引確認書」の提出を義務づけております。また、

子会社との取引については、取引開始前までに担当部署が内容を精査したうえで、取締役会への提案事項とすることとしており、さらに、主要株
主については、毎年度末に事後的かつ継続的に取引の有無を確認しており、漏れがないよう、万全を期しております。

【補充原則２－４－１　中核人材の登用等における多様性の確保】

　当社グループは、企業理念として「すべての人に働くよろこびを」を掲げ、ジェンダー、国際性、職歴、年齢等に関係なく、経験・技能・特性・能力・
実績等によって従業員を公正に評価、処遇する方針を採っており、優秀な人材を管理職に登用しております。

①女性の管理職への登用

　当社グループでは、女性社員の管理職への登用を積極的に進めており、2023年９月末時点では、当社グループの女性管理職は19名（管理職全
員に占める割合15.6％）であり、今後も女性の管理職への登用を一層進め、女性の管理職比率を現状より増やしてまいります。

②外国籍社員の管理職への登用

　当社グループでは、多国籍の人材採用を進めており、2023年９月末時点では、外国籍管理職は３名（管理職全員に占める割合2.5％）でありま
す。管理職でない社員に対しては、次世代管理職候補として研修等を実施しており、今後も外国籍管理職の増加を図ってまいります。

③中途採用者の管理職への登用

　当社グループは、2023年９月末時点で中途採用社員の管理職は112名（管理職全員に占める割合91.8％）であり、管理職の内、90％以上が中途
採用者であります。今後も、即戦力としての期待等から、毎年、一定数の中途採用を実施し、マネージャーに相応しい人材は管理職に登用してい
き、中途採用社員の管理職構成比率80％以上を維持してまいります。

④人材育成及び社内環境整備

　当社グループでは、中長期的な企業価値向上に向けた人材戦略の重要性に鑑み、多様性の確保・活用等を含む社内研修については、毎年
度、期初に取締役会で職位別・職種別の当該年度の研修計画を決定し、研修部が主体となって、社内・社外の講師のもと、各研修計画の実施と
研修後のフォローアップを実行しております。また、社内環境整備につきましては、従業員の健康・労働環境の改善、ＤＸ及びテレワークの推進、
女性活躍の推進等を実施しております。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、企業年金制度を採用していないため、企業年金のアセットオーナーとしての機能を発揮すべき環境下にはありません。

【原則３－１　情報開示の充実】

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

a．企業理念及び行動規範　

　　当社の企業理念及び行動規範は、当社ＷＥＢサイト＜https://www.careerlink.co.jp/＞に掲載しております。

ｂ．経営戦略及び経営計画

　　当社の経営戦略及び経営計画は、当社ＷＥＢサイト＜https://www.careerlink.co.jp/＞及び決算説明会資料等で開示しております。

（ⅱ）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針 　

　コーポレートガバナンス・コードは、会社が株主をはじめ取引先・従業員・地域社会など全てのステークホルダーの立場を踏まえたうえで、透明・
公正かつ迅速・果断な意思決定を行うための仕組みを向上させることによって、会社の持続的成長及び中長期的な企業価値の向上に資すること
を目的に導入されたものと理解しております。 　

　当社は、コーポレートガバナンス・コードの趣旨を踏まえ、これを活用することによって、当社の持続的な成長及び中長期的な企業価値向上の

ため、今後とも、コーポレートガバナンスのさらなる向上に取り組んでまいります。



（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

a．基本方針

　　当社の取締役の報酬は、当社グループの企業理念（すべての人に働くよろこびを）を追求・実現する意欲を高め当社グループの持続的な発展
と中長期的な企業価値向上に資するものであること、当社グループの業績目標達成への貢献意欲を高めるものであること、株主との利害共有や
株主視点での経営意識を高めるものであること、及び報酬の決定プロセスが公平性・客観性・透明性の高いものであることを基本方針としており
ます。なお、取締役の報酬水準については、外部の役員報酬に関するデータベース等による同業他社（人材サービス業）や当社と同規模程度の
上場企業における水準を参考に、当社の経営環境や各取締役の役位・職責や業績への貢献度等を考慮し、優秀な経営人材の確保に資する競争
力のある水準としており、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役は除く。）の報酬は、持続的な成長に向け健全なインセンティブとして
機能するよう、また、株主利益と連動する報酬体系とし、金銭報酬と非金銭報酬である株式報酬により構成しております。なお、金銭報酬は固定
報酬と業績連動報酬である賞与により構成しており、非金銭報酬である株式報酬は株式報酬型ストックオプション制度を導入しております。

　また、監査等委員である取締役及び社外取締役の報酬は金銭報酬のうちの固定報酬のみで構成しております。

b．金銭報酬の個人別報酬額の決定に関する方針　　　

　　取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役は除く。）に対する金銭報酬のうちの固定報酬は、各取締役の役位・職責や業績への貢献
度等を考慮して決定し、月次支給しております。また、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役は除く。）に対する金銭報酬のうちの業績
連動報酬である賞与は、あらかじめ取締役会で定める当該事業年度の業績目標値を達成した場合に限り支給することとし、業績指標は、経営活
動の最終成果を表し企業価値の向上に直結する「親会社株主に帰属する当期純利益」を採用しており、その業績達成目標値は、期初に公表する
前事業年度の決算短信に記載された当該事業年度の「親会社株主に帰属する当期純利益」予想値としております。

c．非金銭報酬の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

　　取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役は除く。）に対する非金銭報酬である株式報酬は、株式報酬型ストックオプション制度を導入
しており、株主視点での経営意識を高める観点及び中長期での業績成果を反映させる観点から、企業理念及び経営方針の推進、人材育成、働き
方改革等に対する取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役は除く。）の貢献度等を考慮して決定しております。

d．金銭報酬及び非金銭報酬である株式報酬の個人別報酬額の決定プロセスに関する方針

　　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の固定報酬及び業績連動報酬としての賞与との合算である金銭報酬は、株主総会で決議された取
締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額の範囲内とし、固定報酬は同業他社や当社と同規模程度の上場企業における報酬水準を
参考に、当社の経営環境や各取締役の役位・職責や業績への貢献度等を考慮し、また、業績連動報酬である賞与は当該事業年度の業績目標値
である親会社株主に帰属する当期純利益を達成した場合に限り、それぞれ、取締役に対する金銭報酬内規に則り、独立社外取締役をその構成
員の過半数とする指名・報酬委員会への諮問・答申を経て取締役会で審議のうえ、個人別の報酬額を決定しております。　

　　また、非金銭報酬である株式報酬は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、取締役に対する株式報酬型ストックオプション内
規に則り、独立社外取締役をその構成員の過半数とする指名・報酬委員会への諮問・答申を経て取締役会で審議のうえ、割当対象取締役個人別
の株式報酬額を決定しております。

　　なお、監査等委員である取締役の金銭報酬は、株主総会で決議された監査等委員である取締役の報酬限度額の範囲内において、監査等委
員である取締役による協議により、決定しております。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　当社は、ジェンダー・国際性・職歴・年齢等に捉われることなく、幅広い見地から、取締役として適任と判断した人物を取締役候補とすることを選
任方針としており、社内取締役候補の選任については、担当部門の業務に精通しており、当社の持続的な成長を確保していくうえで秀でた能力を
持つ社員幹部の中から、業績に対する貢献度・経験・能力・人格等を総合的に勘案のうえ候補者を絞り、独立社外取締役をその構成員の過半数
とする指名・報酬委員会において、ジェンダー等の多様性や職務経歴・スキル面を含め次世代の経営を担う人材として相応しいかを審議し、その
結果を取締役会に答申したうえで、取締役会で決議しております。

　また、社外取締役候補の選任については、株式会社東京証券取引所が定める独立性判断基準を満たし、かつ、企業経営幹部としての豊富な経
験・実績を有する者、または、会計や法律に関する専門的知識等を有する者の中から、取締役会において活発で建設的な議論・意見交換への貢
献ができる人物であるか等総合的に勘案のうえ候補者を絞り、独立社外取締役をその構成員の過半数とする指名・報酬委員会においてジェン
ダー等の多様性や専門的知識・スキル面等で社外取締役の構成が適切になっているか等を審議し、その結果を取締役会に答申したうえで、取締
役会で決議しております。また、取締役の解任については、担当任務の遂行に困難な状況が認められる場合は、独立社外取締役をその構成員の
過半数とする指名・報酬委員会で審議し、その結果を取締役会に答申したうえで、取締役会で決議することとしております。　

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　取締役候補の個々の選解任については、その妥当性や透明性を高めるために、独立社外取締役をその構成員の過半数とする指名・報酬委員
会で審議し、その結果を取締役会に答申したうえで、取締役会で決議することとしております。なお、株主総会において取締役候補を提案する場
合には、株主総会招集通知の参考書類において当該候補の選任理由を開示致します。

　また、取締役を解任した場合はその理由をコーポレートガバナンス報告書で記載いたします。なお、現任の当社取締役の選任理由は以下のとお
りであります。

【代表取締役社長　成澤素明】

　営業各部門の要職を歴任し、2010年に取締役として経営に参画することとなり、2013年に代表取締役社長に就任しております。長年の実績並び
に高い業務能力から統率力に優れ、また、代表取締役社長としての見識や豊富な経験に基づき、経営の重要事項の決定及び業務執行に十分な
役割を果たしてきたことから、引き続き、当社の経営全般に対する適切な役割並びに当社グループの企業価値の向上に貢献することが期待でき
ると判断し、当社取締役に選任しております。

【取締役　島　健人】

　営業各部門の要職を歴任し、2015年に執行役員に就任し、営業推進における豊富な経験と幅広い見識を有しており、2017年以降、取締役執行
役員営業本部長として経営の重要な事項の決定及び業務執行に十分な役割を果たし、2020年に取締役常務執行役員営業本部長に就任しており
ます。引き続き、営業部門のトップとして当社の更なる発展に貢献すること、並びに、当社の経営全般に対する適切な役割が期待できると判断し、
当社取締役に選任しております。

【取締役　藤枝宏淑】

　金融機関での勤務経験で培われた豊富な実務経験と幅広い見識を有しており、当社へ入社後、営業本部及び管理本部の要職を歴任し、2015
年執行役員、2019年に取締役執行役員に就任し、2020年に取締役常務執行役員管理本部長に就任しております。業務処理の指導力に優れ、管
理本部長として業務処理効率化等に多大な貢献を果たしていることから、引き続き、当社の経営全般に関する適切な役割が期待できると判断し、
当社取締役に選任しております。

【取締役　森村夏実】

　営業部門及び管理部門の要職を歴任し、長年の実績並びに高い業務能力から統率力に優れ、取締役執行役員として人材開発及び人材育成等
を通じ多大な業績貢献を果たしていることから、引き続き、当社の経営全般に関する適切な役割が期待できると判断し、当社取締役に選任してお
ります。

【取締役　前田直典】

　上場会社の代表取締役や教育関連法人の理事長を歴任するなど、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社における経営の



重要事項の決定に十分な役割を果たしてきたことから、引き続き、経営全般に対する適時適切な役割が期待できると判断し、当社取締役に選任し
ております。

【取締役（監査等委員）　桑田泰幸】

　2013年に内部監査室長に就任し、監査全般における豊富な実務経験と幅広い見識を有しており、常勤監査等委員として、経営の監督、取締役
会の意思決定への妥当性及び適正性を確保するための助言・提言ができると判断し、当社の監査等委員である取締役に選任しております。

　なお、社外取締役（監査等委員を含む。）である取締役北村聡子、取締役（監査等委員）遠藤今朝夫及び取締役（監査等委員）長谷川岩男の選
任理由については、「２．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」１．機関構成・組
織運営等に係る事項　【取締役関係】会社との関係（２）に記載のとおりであります。

【補充原則４－１－１　取締役会の役割・責務】

　当社は、経営上の意思決定及び監督機関として取締役会並びに取締役会での意思決定に基づく業務執行体制として執行役員制度を設けてお
ります。また、定款、会社法及び他の法令に定められている取締役会で決定すべき事項及び経営基本方針、年度予算、人員計画、設備投資、中
期経営方針、中期利益計画、資本政策など経営上の重要な事項については取締役会で決定すべき事項として、それぞれ取締役会規程に定めて
おります。また、取締役会の承認を経て実施された利益相反取引及び競業取引並びに業務執行取締役による業務報告などについては、担当取
締役より、適宜、取締役会に報告しております。また、執行役員会では、取締役会で決定した方針の具現化や各部門にまたがる課題などについて
協議し、その審議内容は、毎月、取締役会に報告しております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社取締役会は、株式会社東京証券取引所が定める独立性基準が一般株主と利益相反の生じる恐れがないなど適切な独立性判断基準であ
ると考え、それと同一の判断基準を当社の独立性の判断基準としております。また、当社は、取締役会において率直・活発で建設的な議論・意見
交換への貢献が期待できる人物を独立社外取締役の候補者として選定しており、その考え方について、有価証券報告書に開示しております。

【補充原則４－１０－１　　指名・報酬委員会構成の独立性、権限・役割等の開示】

　当社は、取締役の選任及び解任並びに報酬等の公正性・透明性・客観性を高めるために、取締役会の諮問機関として、独立社外取締役をその
構成員の過半数とする指名・報酬委員会を設置しております。当社は、ジェンダー・国際性・職歴・年齢等に捉われることなく、幅広い見地から、取
締役として適任と判断した人物を取締役候補者とすることを選任方針としております。社内取締役候補者の選任については、担当部門の業務に
精通しており、当社の持続的な成長を確保していくうえで秀でた能力を持つ社員幹部の中から、業績に対する貢献度・経験・能力・人格等を総合的
に勘案のうえ候補者を絞り、指名・報酬委員会において、ジェンダー等の多様性や職務経歴・スキル面を含め次世代の経営を担う人材として相応
しいかを審議し、その結果を取締役会に答申したうえで、取締役会で決議しております。また、社外取締役候補者の選任については、株式会社東
京証券取引所が定める独立性判断基準を満たし、かつ、企業経営幹部としての豊富な経験・実績を有する者、または、会計や法律に関する専門
的知識等を有する者の中から取締役会において活発で建設的な議論・意見交換への貢献ができる人物であるか等総合的に勘案のうえ候補者を
絞り、指名・報酬委員会においてジェンダー等の多様性や専門的知識・スキル面等で社外取締役の構成が適切になっているか等を審議し、その
結果を取締役会に答申したうえで、取締役会で決議しております。なお、後継者計画については、指名・報酬委員会への諮問事項としており、指
名・報酬委員会において後継者育成について育成方法等の審議を行い、その結果を取締役会に答申したうえで、取締役会で決議しております。

　また、取締役の報酬は、金銭報酬と株式報酬型ストックオプションにより構成されており、それぞれ株主総会で決議された報酬限度額の範囲内
の内規の枠内において、指名・報酬委員会で審議し、その結果を取締役会に答申したうえで、取締役会で決議しており、持続的な成長に向けた健
全なインセンティブが機能する報酬体系としていることから、これらに係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任は十分担保されているも
のと考えております。　

　なお、指名・報酬委員会構成の独立性に関する考え方・権限役割等については毎期、有価証券報告書に記載しております。

【補充原則４－１１－１　　スキルマトリックスはじめ、取締役のスキルの組合せの開示】

　当社は、ジェンダー、国際性、職歴、年齢等に捉われることなく、幅広い見地から取締役として適任と判断した人物を取締役候補者とすることを
選任方針としており、社内取締役候補者の選任については、担当部門の業務に精通しており、当社の持続的な成長を確保していくうえで秀でた能
力を持つ社員幹部の中から、業績に対する貢献度・経験・能力・人格等を総合的に勘案のうえ候補者を絞り、独立社外取締役をその構成員の過
半数とする指名・報酬委員会において、ジェンダー等の多様性や職務経歴・スキル面を含め次世代の経営を担う人材として相応しいかを審議し、
その結果を取締役会に答申したうえで、取締役会で決議しております。また、社外取締役候補者の選任については、株式会社東京証券取引所が
定める独立性判断基準を満たし、かつ、企業経営幹部としての豊富な経験・実績を有する者、または、会計や法律に関する専門的知識等を有す
る者の中から、取締役会において活発で建設的な議論・意見交換への貢献ができる人物であるか等総合的に勘案のうえ候補者を絞り、独立社外
取締役をその構成員の過半数とする指名・報酬委員会においてジェンダー等の多様性や専門的知識・スキル面等で社外取締役の構成が適切に
なっているか等を審議し、その結果を取締役会に答申したうえで、取締役会で決議しております。

　なお、取締役会の実効性のさらなる向上と構成バランスを可視化できるよう、毎期定時株主総会の招集通知で独立社外取締役を含めた全取締
役のスキルマトリックスを開示しております。

【補充原則４－１１－２　　取締役会・監査役会の兼任状況】

　他社の役員を兼任している当社取締役については、招集通知及び有価証券報告書に兼任の主な内容を記載しておりますが、社外取締役をはじ
め当社取締役は、その役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を当社取締役の業務に十分振り向けております。

【補充原則４－１１－３　　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社では、取締役会は、少なくとも一年に一度、その実効性について分析・評価を行い、その結果の概要を開示することとしております。

　2023年３月期は、当社取締役会の実効性を向上させるための課題として、「①経営方針・経営戦略及び事業戦略の進捗状況についての審議」「
②株主との対話を含むＩＲ・ＳＲの推進状況についての審議」「③重要な投資事項についての投資効果の進捗状況についての審議」「④業容の拡
大等を踏まえ、内部統制及びリスク管理体制が適宜見直しされたうえで適切に運用されているかの審議」「⑤取締役候補者及び執行役員候補者
の育成状況等中核社員育成計画が適切に実施されているかの審議」「⑥女性社員及び外国籍社員の活躍促進を含む社内における多様性の確
保推進状況についての審議」「⑦気象変動が当社における事業継続等に及ぼす影響についての審議」の７課題に関して活発な審議を行うことの
他に取締役会の活性化を促進すべく「各取締役の職務執行状況の自己評価」を課題として取り組みました。①～⑦の課題について、いずれも取
締役会で積極的な議論と審議を行い、また、2023年３月期末に全取締役を対象に、各課題に対する取締役会の運営状況及び職務執行状況の自
己評価を含む取締役会実効性評価アンケートを実施し、2023年３月度の取締役会において、2023年３月期の取締役会の実効性の確保に関する
分析・評価結果を報告し、取締役会の実効性が十分に確保されていることを確認いたしました。

　2024年３月期は、「①経営方針・経営戦略及び事業戦略の進捗状況についての審議」「②株主との対話を含むＩＲ・ＳＲの推進状況についての審
議」「③重要な投資事項についての投資効果の進捗状況についての審議」「④業容の拡大、業務の多様化に適応した内部統制及び戦略リスクを
含むリスク管理体制が構築され、適切に運用されているかの審議」「⑤人材の育成に関する指標・目標進捗状況及び女性・ハンディキャップをお持
ちの方・外国籍社員の活躍促進を含む社内における多様性の確保の推進状況についての審議」「⑥取締役候補者及び執行役員候補者の育成に
ついてのサクセッション・プランが適切に実施されているかの審議」「⑦気象変動が当社における事業継続等に及ぼす影響についての審議」の７課
題に関して活発な審議を行うことの他に取締役会の活性化を促進すべく「各取締役の職務執行状況の自己評価」を課題として掲げ、取締役会全
体の一層の実効性向上に努めてまいります。



【補充原則４－１４－２　　取締役・監査役のトレーニング】

　各取締役は、取締役就任時に、当社グループの事業内容、経営方針、経営戦略、社内各部門の業務内容等について代表取締役及び各業務執
行役員から必要な知識を習得しており、また、各取締役は、必要に応じて、外部セミナー・講演会等に参加することにより、必要な知識を習得して
おります。当社は、こうした機会の提供やその費用負担等を行い、各取締役がその職責を十分に果たすべく支援を行っております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、経営企画部担当取締役を責任者とするＩＲ体制を整備し、株主や投資
家からの対話（面談）要請に積極的に応じております。また、当社の決算内容、経営戦略及び経営計画などに対する理解を深めていただくため、
アナリスト・機関投資家向けに、毎年５月に決算説明会、11月に第２四半期決算説明会を開催し、それらの内容を当社ＷＥＢサイト＜https://www.
careerlink.co.jp/＞に掲載して、情報提供しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

スマートキャピタル株式会社 5,152,000 43.41

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 743,400 6.26

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 324,500 2.73

前田　直典 246,000 2.07

株式会社ＳＢＩ証券 162,763 1.37

野村信託銀行株式会社（投信口） 143,700 1.21

キャリアリンク従業員持株会 141,065 1.19

成澤　素明 111,600 0.94

セントラル短資株式会社 107,500 0.91

原　信夫 106,500 0.90

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

　当社は、2023年９月30日時点で自己株式728,973株（発行済株式総数の5.79％）を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。

また、持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

遠藤今朝夫 公認会計士

長谷川岩男 他の会社の出身者 △

北村聡子 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

遠藤今朝夫 ○ ○ ―――

遠藤今朝夫氏は、公認会計士・税理士として会
計及び税務に関する高い見識を有しており、経
営の監督、取締役会の意思決定への妥当性及
び適正性を確保するための助言・提言を行って
いただけるものと判断したため、当社の監査等
委員である社外取締役に選任しております。ま
た、当社と特別な利害関係はなく、一般株主と
利益相反が生じるおそれがないため、独立役
員に指定しております。

長谷川岩男 ○ ○
長谷川岩男氏は、過去に当社の取引先で
あるリコージャパン株式会社の業務執行
者として勤務していたことがあります。

長谷川岩男氏は、上場会社の関係会社の要職
及び常勤監査役を歴任するなど、豊富な経験
と幅広い見識を有しており、経営の監督、取締
役会の意思決定への妥当性及び適正性を確
保するための助言・提言を行っていただけるも
のと判断したため、当社の監査等委員である
社外取締役に選任しております。また、当社と
特別な利害関係はなく、一般株主と利益相反
が生じるおそれがないため、独立役員に指定し
ております。

北村聡子 　 ○ ―――

北村聡子氏は、弁護士としての専門的知見及
び企業法務に高い見識並びに上場会社の社
外取締役を歴任するなど豊富な経験を有して
おります。その専門的な見識及び経験を活か
し、社外の独立した立場から監督機能強化へ
の貢献及び取締役会の意思決定の妥当性、適
正性を確保するための助言・提言を行っていた
だけるものと判断したため、当社の社外取締役
に選任しております。また、当社と特別な利害
関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそ
れがないため、独立役員に指定しております。



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　当社は、監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を求めた場合は、監査等委員会の補助使用人を置くこととし、監査等委員会の補助使用
人の指揮命令権は監査等委員会に帰属し、任命、解任、人事異動、評価等は監査等委員会の同意のうえ、取締役会が決定することとしておりま
す。

　また、監査等委員会は、補助使用人等に対し、職務に必要な事項を指示することができ、当該使用人は、指示された職務について、監査等委員
会からの指揮命令に直接服するものとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員会は内部監査室並びに会計監査人とそれぞれ随時に意見交換を行い、監査の実効性を高めるよう努め、また、監査等委員会並び
に内部監査室長は、会計監査人から定期的に監査方法並びに監査結果に関する報告を受け、連携を図っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 2 2 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 2 2 3 0 0
社内取
締役

補足説明

　取締役の報酬等の妥当性や透明性を高めるために、2020年５月１日付で取締役会の諮問機関として、独立社外取締役をその構成員の過半数
とする任意の指名・報酬委員会を設置し、取締役の選任および解任について諮問に応じ、審議・答申を行っております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

　当社は独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

　業績向上と企業価値増大への貢献意欲や士気を一層高め、経営計画の達成をより力強く推し進めることを目的として、ストックオプション制度を
導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

該当項目に関する補足説明

　株式上場前に、当社取締役及び従業員を対象としたストックオプション制度を導入し、現時点では、付与された対象者すべての当社取締役及び
従業員が権利行使いたしました。　また、2016年５月17日付にて、取締役（監査等委員である取締役及び監査等委員以外の取締役のうちの社外
取締役を除く。）に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権を付与し、2020年２月26日付にて、監査等委員でない取締役（但し、社
外取締役を除く。）に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権を付与し、2021年５月14日付にて、取締役（監査等委員である取締
役及び監査等委員でない取締役のうちの社外取締役を除く。）に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権を付与し、2022年６月６
日付にて、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権を付与し、2022
年７月19日付にて、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権を付与
いたしました。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　2023年３月期における当社取締役に対する役員報酬は次のとおりであります。

取締役（監査等委員を除く）報酬　７名　143,461千円（うち、社外取締役１名　6,000千円）

取締役（監査等委員）報酬　４名　21,261千円（うち、社外取締役３名　14,880千円）

（注）１．取締役の報酬の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　　　２．取締役（監査等委員を除く。）の報酬等の額には、2022年６月24日開催の第26期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

　　　　　１名の在任中の報酬等の額が含まれております。

　　　３．取締役（監査等委員）の報酬等の額には、2022年６月24日開催の第26期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名の

　　　　　在任中の報酬等の額、及び就任した取締役１名の報酬等の額が含まれております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容



１．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2016年５月27日開催の第20期定時株主総会において、年額300,000千円以内（うち社外取締役
の報酬限度額は年額20,000千円以内。また、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）の決議をいただいております。また、別枠で、2016
年５月27日開催の第20期定時株主総会において、取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）に対する株式報酬型ストックオプションの報酬等の
額として年額100,000千円以内の決議をいただいております。また、2021年５月28日開催の第25期株主総会において、「会社法の一部を改正する
法律」（令和元年法律第70号）等の施行に伴い株式報酬型ストックオプションの内容に関する決議事項が明確化されたことを踏まえ、改めて、同金
額の範囲内で割り当てることの決議をいただいております。

２．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年５月27日開催の第20期定時株主総会において、年額50,000千円以内との決議をいただいてお
リます。

【社外取締役のサポート体制】

　取締役会事務局として経営企画部経営企画課が必要な情報収集や連絡、取締役会資料の配付等を行っており、また、特に監査等委員である取
締役に対しては、監査等委員会事務局として総務部が必要な情報収集や連絡、監査等委員会関係資料の配付等行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、社外取締役が過半数を占める監査等委員会設置会社であり、監査等委員会の設置により、複数の社外取締役の選任を通じて取締役
会の経営監督機能を高めることで、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図っております。本書提出日現在における取締役会の構成は、監査
等委員以外の取締役６名、監査等委員である取締役３名であり、取締役のうち社外取締役は３名であります。

　また、当社は、取締役会の監督機能強化を図るとともに、業務執行に係る責任と役割を明確にし、意思決定、業務執行の迅速化を図るため、執
行役員会を設置しております。

　取締役会は、原則として毎月１回程度、定時取締役会を開催するとともに、必要のある都度、臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項及
び会社経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役から定期的に職務執行状況の報告を受けること等により、取締役の職務執行を監督し
ております。当社の業務は、「定款」、「取締役会規程」、「指名・報酬委員会規程」及び「執行役員規程」のほか、各組織の業務分掌を定めた「業務
分掌規程」並びに「職務権限規程」等に則って執行されており、会社経営の推進に向けた適切な意思決定を行うため、以下のとおり、経営に関す
る重要事項を審議する各種会議、委員会を設置しております。

　執行役員会は、月２回の定期開催並びに必要に応じて臨時に開催されており、経営方針、経営課題、予算、中期経営計画、月次決算の予算差
異分析等について審議を行い、審議結果を取締役会に報告しております。

　指名・報酬委員会は、年４回程度開催し、取締役の指名・報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を高めるため、取締役会から諮問を
受けた取締役の選任・解任及び取締役の報酬等に関する事項について審議し、その結果を取締役会に答申しております。

　また、当社を含むキャリアリンクグループ各社でのコンプライアンス委員会は、月１回定期開催されており、事務局より、キャリアリンクグループ コ

ンプライアンス規程の遵守状況やコンプライアンスに関する施策の実施状況等について報告を受け、審議の後、その結果を当社グループ各社ご
とに全ての役職員に周知徹底し、当社グループ全体のコンプライアンス体制の実効性を確保しております。

　内部統制推進委員会は、月１回定期開催されており、業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事業活動に関わる法令等の遵守並びに
資産の保全を図ることを目的として、内部統制の整備・運用状況の有効性、その評価の妥当性並びに適切性の検証を行い、当社グループ全体に
おける内部統制の有効性の維持に努めております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は2016年５月27日開催の第20期定時株主総会において、取締役会の監督機能の一層の強化とコーポレート・ガバナンスの更なる充実を図
ることを目的として、監査等委員会設置会社に移行しました。当社は、より迅速な意思決定による効率的・機動的な業務執行を行えるようにすると
ともに、経営の意思決定及び業務執行に対し、監督する機能を強化することが必要であると考えており、さらに、執行役員制度導入により、取締役
会の監督機能強化を図るとともに、業務執行に係る責任と役割を明確にし、意思決定、業務執行の迅速化を図っております。

　また、監査等委員会は内部監査室及び会計監査人と相互に連携することにより、取締役の業務執行に対する監査機能を強化し、加えて、独立
役員を指名し、客観的立場での経営の監視・監督機能の強化を講じており、外部からの経営監視機能は十分有効であると判断し、現在の体制を
採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2023年６月28日に開催した第27期定時株主総会の招集通知については、３週間前（６月７
日）に発送いたしました。

集中日を回避した株主総会の設定
なるべく多くの株主様にご来場いただけるよう、集中日を回避した株主総会を開催したい
と考えております。

その他 当社Webサイトにて、株主総会招集通知を掲載しております。



２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年２回、決算説明会を開催し、決算状況や今後の見通し等について説明を
行っております。また、説明会で使用した資料は当社WEBサイトに掲載しており
ます。

あり

IR資料のホームページ掲載
当社WEBサイト上に「IR情報」ページ＜https://www.careerlink.co.jp/ir/＞

を設けており、決算情報、決算情報以外の適時開示情報、有価証券報告書
（四半期報告書）、株主総会招集通知、IRカレンダー等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部経営企画課をIR担当部署としております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社グループは「すべての人に働くよろこびを」企業理念とし、「日本一親身な人材サービ
スカンパニー」を行動規範としております。また、適時開示について「インサイダー情報管理
規程」を規定しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

インサイダー情報の管理を徹底するとともに、迅速かつ公平な適時開示を行っております。

その他
当社は、性別・年齢に関係なく、適材適所の人材配置など、積極的な人材活用に努めてお
り、実力や成果に応じた評価をしております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

□内部統制システムの整備に関する基本方針

１．当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）当社及び当社子会社は、取締役、執行役員を含む使用人（以下、「使用人」という。）全員に対して定めた当社グループの企業理念・行動規範
を遵守し、それらの実施については、取締役及び執行役員が自ら率先垂範し、企業理念・行動規範を社内情報共有システムへ配信するとともにク
レドカードを配布するなど、使用人に対してその周知徹底を図る。

（２）当社は、当社グループのコンプライアンス規程を当社グループの全ての役職員に周知徹底するとともに、当社子会社のコンプライアンス委員
会における決議・決定事項を当社コンプライアンス委員会へ報告させることにより、当社グループ全体のコンプライアンス体制の実効性を確保す
る。

（３）当社の内部統制システムを整備・運用・向上させるために設置した内部統制推進委員会は、その活動経過及び内容について会計監査人と協
議し、社長に報告し承認を得る。

（４）内部監査室は、当社子会社を含めた内部統制システムの整備・運用状況について監査を実施し、その結果を社長に報告し、併せて監査等委
員会との定期会合において内部統制システムの整備・運用状況について意見交換を行う。

（５）当社及び当社子会社の取締役及び執行役員は、当社グループ全体における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を
発見した場合は、遅滞なく当社の取締役会において報告する。

（６）当社及び当社子会社は、内部通報規程に規定している法令違反その他コンプライアンスに関する当社グループの内部通報制度を活用し、そ
の有効性を確保する。

（７）当社及び当社子会社は、反社会的勢力対応規程に則り、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に関しては、毅然と
した態度をもって対応し、不当な要求や取引の要請は断固として排除する。

（８）監査等委員会は、当社及び当社子会社の法令遵守体制及び内部通報制度の運用に問題があると認めるときは、内部統制推進委員会で意
見を述べるとともに、改善を求めることができる。

２．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当社及び当社子会社は、資金管理、資産活用、個別取引、事故、災害その他企業活動全般に係わる個々のリスクについて定めた当社グルー
プの危機管理規程並びに与信管理規程に則り、リスクの認識・識別、分析・評価を行うとともに、既存の個別リスクに応じた総括的な形態別事業リ
スク分類に基づきカテゴリーごとに決められた管理責任者により、リスク管理体制を整備・維持・運用する。

（２）当社及び当社子会社は、不測の事態を想定して定めた当社グループの危機管理規程に則り、不測の事態が発生した場合には、同規程に基
づき社長を本部長とした対策本部及び状況に応じた下部組織を設置し、迅速な対応を行い、損害を極小化する体制を整える。

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）当社は、取締役の職務執行に係る情報については、経営情報管理等を行う基幹システムの適正な運用により厳正に管理するとともに、取締
役の職務執行の決定に係わる重要文書を保存し、文書管理規程に基づき、以下の各号に定める文書を関連資料とともに、その保存媒体に応じて



適切かつ確実に保存・管理することとし、必要に応じ10年間は閲覧権限を有する者が閲覧可能な状態を維持する。

　　　　イ　株主総会議事録

　　　　ロ　取締役会議事録

　　　　ハ　稟議書

　　　　ニ　重要な契約書

　　　　ホ　連結決算を含む会計帳簿、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、事業報告、附属明細書、個別注記表、

　　　　　　 勘定科目明細書、その他決算書類

　　　　ヘ　税務署その他の行政機関、金融商品取引所に提出した書類の写し

（２）当社は、情報セキュリティ規程、個人情報適正管理規程を適正に運用し、会社情報の不正な使用・開示・漏洩を防止する。

４．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）当社は、取締役会の運営について定めた取締役会規程に則り、取締役会を原則月１回及び四半期ごとに１回定期的に開催する他、必要に応
じて臨時に開催し、社外取締役の参加により、経営の透明性と健全性の維持に努める。また、当社の取締役会は、当社子会社における経営の意
思決定及び取締役の職務執行の管理・監督を行う。

（２）当社及び当社子会社は、職務権限規程及び各取締役の職務分掌により、取締役の職務執行が効率的かつ適正に行われることを確保する。

（３）当社は、取締役会の監督機能強化を図るとともに、業務執行に係る責任と役割を明確にし、意思決定、業務執行の迅速化を図るため設置さ
れた執行役員制度のもと、執行役員は、取締役会から委嘱された範囲内で職務を執行する。

（４）当社は、当社グループの中期経営計画及び同計画に基づく各年度利益計画を策定し、予算制度に基づく適正な経営管理に努める。

５．当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当社は、当社子会社の取締役・監査役（もしくは監査等委員）を当社から派遣することにより、当社子会社の業務執行の監督もしくは経営の監
視を行う。

（２）当社は、関係会社管理規程に基づき、当社子会社の業績及び経営状況に影響を及ぼす重要事項については当社取締役会で事前審議、また
は定期的に報告する。

（３）内部監査室は、法令、定款及び社内規程の遵守体制の有効性について、当社グループ全体の監査を実施し、是正・改善の必要がある場合、
速やかにその対策を講じるよう適切な指摘や指導を行う。

（４）当社は当社グループ全体のコンプライアンス体制を構築するため、当社子会社に対しても法令・定款及び社内規程の遵守を徹底する。

６．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事
項及び監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（１）当社は、監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を求めた場合、監査等委員会の補助使用人を置く。

（２）監査等委員会の補助使用人の指揮命令権は監査等委員会に帰属し、任命、解任、人事異動、評価等は監査等委員会の同意のうえ、取締役
会が決定することとし、監査等委員会の補助使用人の取締役からの独立性を確保する。

（３）監査等委員会は、補助使用人等に対し、職務に必要な事項を指示することができ、当該使用人は、指示された職務について、監査等委員会
からの指揮命令に直接服するものとする。

７．当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制及び報告した者が当該報告をしたことを理由として不利
な取扱いを受けないことを確保するための体制

（１）当社の取締役は、取締役会において、適時、担当する業務の執行状況を報告する。

（２）当社の取締役及び使用人は、常勤監査等委員が出席する執行役員会等の業務執行又は業績に関する会議において、業務又は業績に影響
を与える重要な事項を報告する。なお、監査等委員会はいつでも必要に応じて当社及び当社子会社の取締役及び使用人に対して報告を求めるこ
とができる。

（３）当社及び当社子会社の取締役及び執行役員は、コンプライアンス規程に基づき、当社グループ全体における重大な法令違反その他のコンプ
ライアンス上の重要な事実を発見した場合には直ちに監査等委員会に報告する。

（４）監査等委員会は、監査等委員会に報告した者が、不利な取扱いを受けることのないよう規程の運用状況を監視し、公平性を確保する。

８．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制及び監査等委員会の必要に応じて外部専門家に相談ができる体
制を確保するための体制

（１）監査等委員会は、代表取締役との定期的な協議、取締役及び執行役員との意見交換を通じて意思疎通を十分に図る。

（２）内部監査室は、監査等委員会との定期的な会合を通じて意見交換を行うとともに、内部監査の結果を適時・適切に監査等委員会に報告す
る。

（３）監査等委員は、当社の重要な意思決定の文書である稟議書、議事録を閲覧し、常勤監査等委員は、その他に内部統制に係わる各種会議及
び主要会議体に出席する。

（４）監査等委員会は職務執行に当たって、当社が委託する外部専門家（弁護士、公認会計士、税理士、社会保険労務士等）のほか監査等委員
会が独自に相談できる外部専門家との連携を図る。

９．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る
方針に関する事項

（１）当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399条の２第４項に基づく費用の前払等の請求をしたときは、当該監
査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

（２）当社は、監査等委員が、職務執行の必要に応じて独自に外部専門家を利用することを求めた場合は、当該監査等委員の職務執行に必要で
ないと認められた場合を除き、その費用又は債務を負担する。

10．財務報告の信頼性を確保するための体制

　　当社は、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係わる内部統制が有効に行われる体制を整備、維持する。

□内部統制システムの整備に関する基本方針の運用状況

　 当事業年度に実施した内部統制システムの主な運用状況は以下のとおりであります。

１．取締役会は当事業年度において18回開催し、法令等に定められた事項や経営方針・予算の策定等経営における重要な事項を決定し、月次の
経営業績の分析・対策・評価を検討するとともに、法令・定款等への適合性及び業務の適正性の観点から審議を行いました。

２．監査等委員会は当事業年度において14回開催し、子会社を含む監査方針、監査計画を協議決定し、常勤監査等委員が重要な社内会議へ出
席するとともに、子会社を含む業務及び財産の状況、取締役（監査等委員を除く。）の職務執行及び法令・定款等の遵守についての監査を実施い
たしました。また、監査等委員会は、代表取締役と毎月意見交換を行うほか、内部監査室及び会計監査人との連携による意見交換・情報交換を
行うことで、監査の実効性を高めており、さらに、コンプライアンス体制の実効性を確保するため、法務部との月次報告会を実施し、意見交換いた



しました。

３．内部監査室は、内部監査計画に基づき子会社を含めた内部監査を実施し、その監査結果を代表取締役に報告するとともに、内部統制評価基
本計画書に基づき、財務報告の信頼性に及ぼす統制上の要点について、財務報告に係る内部統制の評価を実施いたしました。

４．コンプライアンス委員会は当事業年度において12回開催し、子会社を含めたコンプライアンスに関する施策、監視及び実施状況について取締
役会へ報告いたしました。

５．当社は、コンプライアンス意識の一層の向上のため、子会社を含め、社員教育内容の充実を図り、職位に応じた研修を継続的に実施し、コンプ
ライアンス意識の浸透・向上に努めました。

□内部統制システムの整備状況

　当社は、金融商品取引法に基づき、財務報告に係る内部統制システムの整備を行い、その整備・運用状況のテスト・評価を行いましたが、特段
の問題はなく、その有効性について確認しております。

　全般的な内部統制の整備については、内部監査室による内部監査や、その監査状況について監査レビューの実施、会社としてリスクの高い共
通項目についての統一的な監査の実施により、その有効性を検証し、強化に取り組んでおります。

□リスク管理体制の整備の状況

　当社は、当社グループの危機管理規程を定め、子会社を含めたリスク管理体制を整備し、リスクの認識・識別、分析・評価を行うとともに、既存
の個別リスクに応じた総括的な形態別事業リスク分類に基づきカテゴリーごとに決められた管理責任者により、リスク管理体制を整備・維持・運用
しております。

　また、当社は、就業スタッフ等多数の個人情報を取扱う企業でもあり、個人情報をはじめとする機密情報管理の重要性を強く認識しており、個人
情報適正管理規程を制定すると共に、2005年４月に「プライバシーマーク(JIS Q 15001)」認証を取得し、個人情報の適正管理に努めております。

　また、2010年４月にＩＳＭＳ(情報セキュリティマネジメントシステム)認証を取得し、情報セキュリティの適正管理に努めております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

□反社会的勢力との関係遮断についての基本方針

　当社グループは、暴力団、暴力団構成員、準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜ゴロ、政治活動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団等
の反社会的勢力（以下、「反社会的勢力」という。）との関係を一切遮断する。

□整備状況

　当社グループは、反社会的勢力との関係排除は企業としての重要な社会的責任と強く認識し、行動規範には公正な取引などとともに反社会的
行為への関与の禁止を明記し、役員及び従業員にそれらの周知徹底を図っております。実務面では、新規取引先については、取引開始前にイン
ターネット検索サイトなどを利用して反社会的勢力に該当しないかの調査を行うことを与信管理規程及び購買管理規程に規定し、取引先との間で
反社会的勢力排除条項の入った契約書又は覚書を締結するほか、反社会的勢力による不当要求など万一の場合に備えて、反社会的勢力対応
マニュアルを整備しております。また、社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に加入する等外部専門機関との連携、情報収集に努めてお
ります。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――





【適時開示体制の概要（模式図）】 

 

 


